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障害者福祉施策
児童福祉施策の最新の動向
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障害者の就労支援について
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居住地特例に関する法改正について（概要）
居住地特例に関する法改正について（経過措置）
居住地特例に関する法改正について（対象施設）



サービスの質の向上
（Ⅲ各論点について５．障害福祉サービスの質の確保・向上）
障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて 社会保障審議会障害者部会報告書

障害者虐待の防止について
（Ⅲ各論点について９．障害者虐待の防止）
障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて 社会保障審議会障害者部会報告書

（Ⅲ各論点について５．障害福祉サービスの質の確保・向上）
障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて 社会保障審議会障害者部会報告書

医療と福祉の連携について
（Ⅲ各論点について 13．医療と福祉の連携）
障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて 社会保障審議会障害者部会報告書
計画相談支援における連携に関する責務
相談支援専門員に求められる多職種連携
⼊退院時についての医療と福祉の連携と報酬上の評価
市町村における医療的ケア児⽀援の仕組み（第２期障害児福祉計画との関係）イメージ

令和５年３月主管課長会議資料より抜粋
新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業
障害者施設等に係る新型コロナウイルス感染症への主な対応①
障害者施設等に係る新型コロナウイルス感染症への主な対応②
社会福祉施設等施設整備費補助金
１．補助内容
２．例年のおおよその国庫補助協議スケジュール（当初予算分）
地域のニーズを踏まえた障害福祉サービス事業者指定の仕組みの導入
よりきめ細かいニーズ把握を踏まえた障害福祉計画等の作成及び地域支援体制の整備
障害福祉サービス等支援体制整備事業
障害福祉サービス等情報公表制度の概要
障害福祉サービス等情報公表制度における公表の推進について



【参考】障害福祉サービス等情報更新状況について（令和５年２月１０日現在）
障害福祉のしごと魅力発信事業（地域生活支援事業、厚生労働省本省事業）
強度行動障害支援者養成研修
強度行動障害を有する者の地域支援体制に関する検討会
重度障害者が入院する場合コミュニケーション支援として重度訪問介護ヘルパーの付添いが可能です

特別なコミュニケーション支援が必要な障害児者の入院時における支援者の付添いの受入れについての対応例

同行援護従事者養成カリキュラムの見直しについて（案）
就労継続支援事業所における平均賃金・工賃月額の推移
就労継続支援Ａ型 都道府県別平均賃金月額
就労継続支援Ｂ型 都道府県別平均工賃月額
就労継続支援Ａ型における生産活動の経営状況（令和4年3月末時点）
【都道府県別】就労継続支援Ａ型における生産活動の経営改善状況（令和４年３月末時点）
【指定都市別】就労継続支援Ａ型における生産活動の経営改善状況（令和４年３月末時点）
【中核市別】就労継続支援Ａ型における生産活動の経営改善状況（令和４年３月末時点）
工賃向上計画支援等事業（地域生活支援促進事業）
農福連携等による障害者の就労促進プロジェクト（工賃向上計画支援等事業特別事業）
農福連携等推進ビジョン（概要）
雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業
雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業内示自治体（令和４年度）
障害者就業・生活支援センター事業（地域生活支援促進事業）
障害者優先調達推進法に基づく国等の取組
市区町村の調達方針作成状況（令和３年度）
障害者優先調達推進法に基づく国等の取組状況
都道府県による障害者就労施設等からの調達実績（令和３年度）
市町村による障害者就労施設等からの調達実績（令和３年度）
地域の障害者・精神保健に関する課題を抱える者の支援体制の整備



改正後の基幹相談支援センターに求められる役割
令和４年障害者総合支援法改正を踏まえた今後の基幹相談支援センターの全体像
基幹相談支援センターについて ※精査中
令和４年障害者総合支援法改正を踏まえた（自立支援）協議会の機能と構成
サービス管理責任者等研修制度の変更点のポイント
サービス管理責任者等研修制度の変更点のポイント
専門コース別研修の拡充について
地域生活定着支援センターとの連携強化事業（地域生活支援事業）
障害者虐待の相談・通報に係る自治体間の対応のばらつきについて①養護者による障害者虐待
②施設従事者等による障害者虐待
障害者虐待防止の更なる推進
身体拘束等の適正化の推進
障害者虐待防止対策関係予算
「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」に係る取組について
「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」の概要
参考資料（成年後見制度の利用の促進について）
参考資料
障害者に対する成年後見制度関係の予算事業について



身体障害者（児）

４１９．３万人

知的障害者（児）

９４．３万人

精神障害者

４１９．３万人

６５歳未満の者（２６％）

６５歳未満の者

（８４％）

６５歳未満の者（6１％）

６５歳以上の者（７４％）

６５歳以上の者（３９％）

６５歳以上の者

（１６％）

うち在宅
うち施設入所

９１４．０万人（９４．７％）

５０．７万人（５．３％）

（在宅・施設別） （年齢別）
障害者総数９６４．７万人（人口の約７．６％）

2

身体障害者（児）

４３６．０万人

知的障害者（児）

１０９．４万人

精神障害者

４１９．３万人

在宅身体障害者（児）

４２８．７万人（９８．３％）

在宅知的障害者
（児） ９６

．２万人

（８７．９％） 在宅精神障害者 ３

８９．１万人（９２．８％）

施設入所知的障
害者（児）

１３．２万人 入院精神障害者

３０．２万人（７．２％）施設入所身体障害者（児） ７．３万人（１．７％） （１２．１％）

６５歳未満 ４８％

６５歳以上 ５２％

○ 障害者の総数は９６４．７万人であり、人口の約７．６％に相当。
○ そのうち身体障害者は４３６．０万人、知的障害者は１０９．４万人、精神障害者は４１９．３万人。
○ 障害者数全体は増加傾向にあり、また、在宅・通所の障害者は増加傾向となっている。

障害者の数

出典 在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）：厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28年）、施設入所身体障害者（児）及び施設入所知的障害者（児）：厚生労働省「社会福祉施設等調査」
（平成30年）等

在宅精神障害者及び入院精神障害者：厚生労働省「患者調査」（平成29年）

※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.4万人と推計されるが、障害種別が不
明のため、上記には含まれていない。

※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は鳥取県倉吉市を除いた数値である。

※施設入所身体障害者（児）及び施設入所知的障害者（児）には高齢者施設に入所している者は含まれていない。

※年齢別の身体障害者（児）及び知的障害者（児）数は在宅者数（年齢不詳を除く）での算出。

※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。



障害福祉サービス等のサービス種類別利用者数（年度月平均）

3

（単位：千人）

2,000

注：その他は、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、療養介護、共同生活援助（外部サービス利用型、日中サービス支援型）、宿泊型自立訓練、
自立訓練（機能訓練、生活訓練）、就労移行支援、就労定着支援、自立生活援助、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談支援、医療型児童発達支援、
居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設の合計である。

出典：国保連データ

185

9

11

41

33 243

290

134

127 119

24

74 279

14

198

53 161 47

119

54

243

126

222

平成24年度 134

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800

令和２年度

居宅介護 重訪 短期 生活介護 施設入所 GH 就労 就労 計画 児童 放課後 その他
(介護型) A型 B型 相談 発達… 等デイ



施設入所支援 施設に⼊所する⼈に、夜間や休⽇、⼊浴、排せつ、⾷事の介護等を⾏う

短期入所 ⾃宅で介護する⼈が病気の場合などに、短期間、夜間も含めた施設で、⼊浴、排せつ、⾷事の介護等を⾏う

療養介護
医療と常時介護を必要とする⼈に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び⽇常⽣活の世話を
⾏う

生活介護
常に介護を必要とする⼈に、昼間、⼊浴、排せつ、⾷事の介護等を⾏うとともに、創作的活動⼜は⽣産活動の
機会を提供する

居宅介護 ⾃宅で、⼊浴、排せつ、⾷事の介護等を⾏う

重度訪問介護
重度の肢体不⾃由者⼜は重度の知的障害若しくは精神障害により⾏動上著しい困難を有する者であって常に
介護を必要とする⼈に、⾃宅で、⼊浴、排せつ、⾷事の介護、外出時における移動⽀援、⼊院時の⽀援等を総
合的に⾏う

同⾏援護 視覚障害により、移動に著しい困難を有する⼈が外出する時、必要な情報提供や介護を⾏う

⾏動援護 ⾃⼰判断能⼒が制限されている⼈が⾏動するときに、危険を回避するために必要な⽀援、外出⽀援を⾏う

介護の必要性がとても⾼い⼈に、居宅介護等複数のサービスを包括的に⾏う
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障害福祉サービス等の体系（介護給付・訓練等給付）

介
護
給
付

訓

練

等

給

付

者 児

者

者

者

者

⾃⽴生活援助 者
⼀⼈暮らしに必要な理解⼒・⽣活⼒等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の対応により⽇常⽣活における課
題を把握し、必要な⽀援を⾏う

共同生活援助 者 夜間や休⽇、共同⽣活を⾏う住居で、相談、⼊浴、排せつ、⾷事の介護、⽇常⽣活上の援助を⾏う

⾃⽴訓練（機能訓練） 者 ⾃⽴した⽇常⽣活⼜は社会⽣活ができるよう、⼀定期間、⾝体機能の維持、向上のために必要な訓練を⾏う

⾃⽴訓練（生活訓練） 者
⾃⽴した⽇常⽣活⼜は社会⽣活ができるよう、⼀定期間、⽣活能⼒の維持、向上のために必要な⽀援、訓
練を⾏う

就労移⾏支援 者
⼀般企業等への就労を希望する⼈に、⼀定期間、就労に必要な知識及び能⼒の向上のために必要な訓練を
⾏う

就労継続支援（A型） 者
⼀般企業等での就労が困難な⼈に、雇⽤して就労の機会を提供するとともに、能⼒等の向上のために必要な
訓練を⾏う

就労継続支援（B型） 者
⼀般企業等での就労が困難な⼈に、就労する機会を提供するとともに、能⼒等の向上のために必要な訓練を
⾏う

就労定着支援 者 ⼀般就労に移⾏した⼈に、就労に伴う⽣活⾯の課題に対応するための⽀援を⾏う

（注）１.表中の「 者 」は「障害者」、「 児 」は「障害児」であり、利⽤できるサービスにマークを付している。 ２.利⽤者数及び施設・事業所数は、令和 4 年 1 月サービス提供分（国保連データ）

者 児

者 児

重度障害者等包括支援 者 児

者 児

サービス内容 利⽤者数 施設・事業所数

193,197

11,853

24,622

12,062

43

43,007

20,943

295,584

2,067

13,696

34,877

78,695

302,545

176

1,251

3,055

4,132

14,926

14,028 1,443

125,968

21,243

7,451

5,682

1,926

11

5,077

256

11,961

1,251

154,680

2,569

288

11,239
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相

談

支

援

に

係

る

給

付

計画相談支援 者 児

【サービス利⽤⽀援】
・ サービス申請に係る⽀給決定前にサービス等利⽤計画案を作成

・ ⽀給決定後、事業者等と連絡調整等を⾏い、サービス等利⽤計画を作成
【継続利⽤⽀援】

・ サービス等の利⽤状況等の検証（モニタリング）
・ 事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな⽀給決定等に係る申請の勧奨

障害児相談支援 児

【障害児利⽤援助】
・ 障害児通所⽀援の申請に係る給付決定の前に利⽤計画案を作成

・ 給付決定後、事業者等と連絡調整等を⾏うとともに利⽤計画を作成
【継続障害児⽀援利⽤援助】

地域移⾏支援 者
住居の確保等、地域での⽣活に移⾏するための活動に関する相談、各障害福祉サービス事業
所への同⾏⽀援等を⾏う

地域定着支援 者
常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して⽣じた緊急事態等における相談、障害福祉
サービス事業所等と連絡調整など、緊急時の各種⽀援を⾏う

福祉型障害児入所施設 児 施設に⼊所している障害児に対して、保護、⽇常⽣活の指導及び知識技能の付与を⾏う 1,386

医療型障害児入所施設 児
施設に⼊所⼜は指定医療機関に⼊院している障害児に対して、保護、⽇常⽣活の指導及び
知識技能の付与並びに治療を⾏う

1,821

居宅訪問型児童発達支援 児 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達⽀援を⾏う 278

保育所等訪問支援 児
保育所、乳児院・児童養護施設等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団

⽣活への適応のための専⾨的な⽀援などを⾏う
9,770

者

障
害
児
通
所
系

障
害
児

入
所
系

相
談
支
援
系

障

害

児

支

援

に

係

る

給

付

障害福祉サービス等の体系（障害児支援、相談支援に係る給付）

障
害
児

訪
問
系

※  障害児⽀援は、個別に利⽤の要否を判断（⽀援区分を認定する仕組みとなっていない）※  相談⽀援は、⽀援区分によらず利⽤の要否を判断（⽀援区分を利⽤要件としていない

）
児 」は「障害児」であり、利⽤できるサービスにマークを付している。 ２.利⽤者数及び施設・事業所数は、令和 4年 1月サービス提供分（国保連データ）

202,337

63,828

551

4,079

9,407

5,595

319

577

サービス内容 利⽤者数 施設・事業所数

児童発達支援 児
⽇常⽣活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団⽣活への適応訓練などの⽀
援を⾏う 151,389

医療型児童発達支援 児 ⽇常⽣活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、 集 団 ⽣ 活 への適応訓練などの

⽀援及び治療を⾏う
1,783

放課後等デイサービス 児
授業の終了後⼜は休校⽇に、児童発達⽀援センター等の施設に通わせ、⽣活能⼒向上のた
めの必要な訓練、社会との交流促進などの⽀援を⾏う

278,735

（注）１.表中の「 」は「障害者」、「

9,547

87

17,748

100

1,145

185

197
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0億円
H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

国 2,731億 4,540億 4,986億 5,634億 6,284億 6,858億 7,875億 8,628億 9,320億 10,270 11,077 12,066 13,111 13,904 14,854 16,148 17,963

地方自治体 2,731億 4,540億 4,986億 5,634億 6,284億 6,858億 7,875億 8,628億 9,320億 10,270 11,077 12,066 13,111 13,904 14,854 16,148 17,963

利用者負担 188億円312億円332億円259億円 54億円 59億円 74億円 90億円 105億円126億円145億円169億円187億円190億円184億円207億円231億円

5,000億円

10,000億円

15,000億円

20,000億円

25,000億円

30,000億円

35,000億円

40,000億円
3.6

兆
円

障害福祉サービス等に関する公費負担及び利用者負担

※国及び地⽅⾃治体の負担額︓障害者⾃⽴支援給付費負担⾦（実績額。R４は予算額）。
※負担割合は、国︓都道府県︓市町村＝２︓１︓１
※利⽤者負担額︓国保連データ（H20-R2）及び障害者⾃⽴支援給付費負担⾦を元に障害福祉課推計。
※利⽤者負担率︓国保連データ（H20-R2）。H18・H19はH20の負担率、R3・R4はR2の負担率で仮置き。

利用者負担率 （3.3%） （3.3%）

66.2%

3.3%

9.7%

2.3%

11.9%

0.4%

9.5%

0.4%

9.2%

0.5%

14.9%

0.5%

9.6%

0.6%

8.1%

0.6%

10.2%

0.7%

7.9%

0.7%

9.0%

0.7%

8.7%

0.7%

6.0%

0.6%

6.8%

(0.6%)

(8.7%)

(0.6%)

(11.2%)伸び率

3.0

兆
円

2.8

兆
円

0.

6

兆
円

0.

9

兆
円

1.

3

兆
円

1.4

兆
円

1.6

兆
円

1.

7

兆
円

1.

9

兆
円

2.2

兆
円

2.4

兆
円

2.6

兆
円

3.3

兆
円

1.0

兆
円

1.2

兆
円

2.１

兆

円
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近年の障害福祉サービス等の経緯 改定率

平成15年度 ○支援費制度の施⾏（利⽤者がサービスを選択できる仕組み）

平成18年度 ○障害者⾃⽴支援法施⾏（３障害共通のサービス、地域⽣活、就労を支援）

平成21年報酬改定

○良質な⼈材の確保（⼈材確保に積極的に取り組む事業所の評価（特定事業所加算等の創設））
○事業者の経営基盤の安定（児童デイなど収支差率がマイナスの事業について基本報酬単価の⾒直し）
○サービスの質の向上（医療機関との連携による看護の提供、重複障害など障害特性への配慮）
○新体系への移⾏促進

５．１％

平成24年報酬改定
○福祉・介護職員の処遇改善の確保（基⾦事業から処遇改善加算の創設）
○障害児・者の地域移⾏・地域⽣活の支援

２．０％

平成24年4⽉ ○障害者⾃⽴支援法・児童福祉法の⼀部改正法施⾏（相談支援の充実、障害児支援の強化 等）

平成25年4⽉ ○障害者総合支援法施⾏（地域社会における共⽣の実現、難病等をサービスの対象に）

平成26年報酬改定 ○消費税対応（基本報酬＋加算） ０．６９％

平成27年報酬改定
○福祉・介護職員の処遇改善（処遇改善加算の更なる上乗せ評価を⾏うための新たな区分を創設）
○障害児・者の地域移⾏・地域⽣活の支援

０％

平成28年5⽉

○障害者総合支援法・児童福祉法の⼀部改正法成⽴
・⾃⽴⽣活援助、就労定着支援、居宅訪問型児童発達支援の創設
・障害者の⾼齢化・重度化への対応 等

平成29年報酬改定 ○福祉・介護職員の処遇改善（処遇改善加算の更なる上乗せ評価を⾏うための新たな区分を創設） １．０９％

平成30年報酬改定

○障害者の重度化・⾼齢化を踏まえた、地域移⾏・地域⽣活の支援
・⽇中サービス支援型グループホームの創設による重度化・⾼齢化への対応
・福祉型強化短期⼊所の創設による医療的ケアの提供

○医療的ケア児への対応等
・医療的ケア児者に対する支援のための看護職員の配置を評価
・障害児の状態像やサービス提供時間等に応じた基本報酬の設定

○精神障害者の地域移⾏の推進
○就労系サービスにおける⼯賃・賃⾦の向上、⼀般就労への移⾏促進

・職場定着率や労働時間、⼯賃実績に応じた基本報酬の設定
○障害福祉サービスの持続可能性の確保

０．４７％

平成30年4⽉ 改正障害者総合支援法施⾏・報酬改定

令和元年報酬改定（10⽉適⽤） ○消費税率の引上げ（10％）への対応 ○障害福祉⼈材の処遇改善 ２．００％

令和３年報酬改定（４⽉適⽤）

○障害者の重度化・⾼齢化を踏まえた、地域移⾏・地域⽣活の支援
○効果的な就労支援や障害児者のニーズを踏まえたきめ細やかな対応
○医療的ケア児への支援などの障害児支援の推進
○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進
○感染症や災害への対応⼒の強化等 ○障害福祉サービスの持続可能性の確保

０．５６％

※うち、コロナ対応に
係る特例的な評価
＋0.05％

（〜令和３年９⽉末） 7



障害福祉制度関係の⾒直しに関するスケジュール

～

障害児
（児童福祉法）

障害者
（障害者総合支援法）

精神保健福祉
（精神保健福祉法）

障害者雇用
（障害者雇用促進法）

社会保障審議会障害者部会
地域で安心して暮らせる
精神保健医療福祉体制
の実現に向けた検討会

労働政策審議会
障害者雇用分科会

令
和

３
年

10月

11月

12月 12/16 中間 整理

令
和

４
年

１月

２月

３月 3/4 法案の国会提出

４月

５月

6/13 取りまとめ

6/9 取りまとめ

6/17 取りまとめ

○ 平成30年4月施行の改正法の見直し規定を踏まえ、令和３年３月以降、社会保障審議会障害者部会において議論。
○令和３年12月16日に、中間整理をとりまとめ。一定の方向性を得るに至った障害児支援については、令和４年の通常国会に

児童福祉法の改正法案を提出。
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児童福祉法等の一部を改正する法律の概要

改正の趣旨

児童虐待の相談対応件数の増加など、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況等を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支

援のための体制強化等を⾏う。

改正の概要

１．子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及び事業の拡充【児童福祉法、⺟子保健法】

①市区町村は、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの包括的な相談支援等を⾏うこども家庭センター（※）の設置や、身近な子育て支援の場（保育所等）にお
ける相談機関の整備に努める。こども家庭センターは、支援を要する子どもや妊産婦等への支援計画（サポートプラン）を作成する。

※子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターを⾒直し。

②訪問による家事支援、児童の居場所づくりの支援、親子関係の形成の支援等を⾏う事業をそれぞれ新設する。これらを含む家庭支援の事業について市区町村
が必要に応じ利⽤勧奨・措置を実施する。

③児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的役割を担うことの明確化や、障害種別にかかわらず障害児を支援できるよう児童発達支援の類型

（福祉型、医療型）の⼀元化を⾏う。

２．一時保護所及び児童相談所による児童への処遇や支援、困難を抱える妊産婦等への支援の質の向上【児童福祉法】

①⼀時保護所の設備・運営基準を策定して⼀時保護所の環境改善を図る。児童相談所による支援の強化として、⺠間との協働による親子再統合の事業の実施
や、⾥親支援センターの児童福祉施設としての位置づけ等を⾏う。

②困難を抱える妊産婦等に⼀時的な住居や⾷事提供、その後の養育等に係る情報提供等を⾏う事業を創設する。

３．社会的養育経験者・障害児⼊所施設の⼊所児童等に対する⾃⽴⽀援の強化【児童福祉法】

①児童⾃⽴⽣活援助の年齢による⼀律の利⽤制限を弾⼒化する。社会的養育経験者等を通所や訪問等により支援する拠点を設置する事業を創設する。

②障害児⼊所施設の⼊所児童等が地域⽣活等へ移⾏する際の調整の責任主体（都道府県・政令市）を明確化するとともに、22歳までの⼊所継続を可能とする。

４．児童の意⾒聴取等の仕組みの整備【児童福祉法】

児童相談所等は⼊所措置や⼀時保護等の際に児童の最善の利益を考慮しつつ、児童の意⾒・意向を勘案して措置を⾏うため、児童の意⾒聴取等の措置を講ずることとす
る。都道府県は児童の意⾒・意向表明や権利擁護に向けた必要な環境整備を⾏う。

５．一時保護開始時の判断に関する司法審査の導入【児童福祉法】

児童相談所が⼀時保護を開始する際に､ 親権者等が同意した場合等を除き､ 事前又は保護開始から７⽇以内に裁判官に⼀時保護状を請求する等の手続を設
ける。

６．子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上【児童福祉法】

児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について十分な知識・技術を有する者を新たに児童福祉司の任⽤要件に追加する。
※当該規定に基づいて、子ども家庭福祉の実務経験者向けの認定資格を導入する。
※認定資格の取得状況等を勘案するとともに、業務内容や必要な専門知識・技術、教育課程の明確化、養成体制や資格取得者の雇用機会の確保、といった環境を整備しつつ、

その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の在り方について、国家資格を含め、施行後２年を目途として検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

７．児童をわいせつ⾏為から守る環境整備（性犯罪歴等の証明を求める仕組み（日本版DBS）の導入に先駆けた取組強化）【児童福祉法】

児童にわいせつ⾏為を⾏った保育⼠の資格管理の厳格化を⾏うとともに、ベビーシッター等に対する事業停⽌命令等の情報の公表や共有を可能とするほか、
所要の改正を⾏う。

施⾏期⽇

10令和6年4⽉1⽇（ただし、5は公布後3年以内で政令で定める⽇、７の⼀部は公布後3⽉を経過した⽇、令和５年４⽉１⽇又は公布後2年以内で政令で定める⽇）



妊産婦 子育て世帯
（保護者）

子ども

子ども⾷堂 ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・⼀時預かり＞

子育てひろば 等
産前産後サポート

産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
子どもの居場所

業
務

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働

こども家庭センター（市区町村）
「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の⾒直し

○ 児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等
○ 把握・情報提供、必要な調査・指導等
○ 支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、連絡調整
○ 保健指導、健康診査等

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

⺠間資源・地域資源
と⼀体となった
支援体制の構築

妊産婦、子育て世帯、子どもが気軽に
相談できる子育て世帯の身近な相談機関

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て
支援拠点事業など子育て支援を行う施設・事
業を行う場を想定。

○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児支援

こども家庭センターの設置とサポートプランの作成（１．①関係）

○市区町村において、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（⺟子保健）の設⽴の意義や
機能は維持した上で組織を⾒直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ⼀体的に相談支援を⾏う機能を有する機関
（こども家庭センター）の設置に努めることとする。
※ 子ども家庭総合支援拠点︓635⾃治体、716箇所、子育て世代包括支援センター︓1,603⾃治体、2,451箇所 （令和３年４⽉時点）

○ この相談機関では、妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する相談を受けて支援をつなぐためのマネジメント
（サポートプランの作成）等を担う。
※児童及び妊産婦の福祉に関する把握・情報提供・相談等、支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、⺟子保健の相談等を市区町村の⾏わなけ

ればならない業務として位置づけ

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞

＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な

連携
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子育て短期支援事業

➢ 保護者が子どもと共に⼊所・利⽤可能とする。子どもが⾃ら⼊所・利⽤を希望した場合の⼊所・利⽤を
可とする。

➢ 専⽤居室・専⽤⼈員配置の推進、⼊所・利⽤⽇数の柔軟化（個別状況に応じた利⽤⽇数の設定を可とする）を進める。

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）

➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケアラー含む）
➢ 訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を⾏う。

例）調理、掃除等の家事、子どもの送迎、子育ての助⾔ 等

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）

➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象
➢ 親子間の適切な関係性の構築を⽬的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を⾏う。

例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の手法で子どもとの関わり⽅等を学ぶ（ペアレントトレーニング） 等

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）

➢ 養育環境等の課題（虐待リスクが⾼い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象

➢ 児童の居場所となる拠点を開設し、児童に⽣活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等を⾏う
例）居場所の提供、⾷事の提供、⽣活リズム・メンタルの調整、学習支援、関係機関との調整 等

市区町村における子育て家庭への支援の充実（１．②関係）

地域子ども・子育て

支援事業への位置づけ

✓ 市区町村の計画的整備

✓ 子ども・子育て交付⾦

の充当

12

新
設

拡
充

○ 要支援・要保護児童（※１）は約23万⼈、特定妊婦（※２）は約0.8万⼈とされる中、支援の充実が求められている。
※１ 保護者への養育支援が特に必要、保護者による監護が不適当な児童 ※２ 出産前において出産後の養育支援が必要な妊婦

○地域子ども・子育て支援事業において、訪問型支援、通所型支援、短期⼊所支援の種類・量・質の充実を図るとともに
、親子関係の構築に向けた支援を⾏う。

○ 市区町村において計画的整備を⾏い、特に、支援が必要な者に対しては市区町村が利⽤勧奨・措置を実施する。

一時預かり事業

➢ 子育て負担を軽減する⽬的（レスパイト利⽤など）での利⽤が可能である旨を明確化する。



都道府県等・児童相談所による支援の強化（２．関係）

○ 児童相談所の業務負荷が著しく増大する中で、⺠間と協働し、支援の強化を図る必要がある。

○ このため、⺠間に委託した場合の在宅指導措置の費⽤を施設等への措置の費⽤と同様に義務的経費にするとともに、

① 措置解除等の際に親子の⽣活の再開等を図るため、親子再統合支援事業を制度に位置づける。

② 家庭養育の推進により児童の養育環境を向上させるため、⾥親支援センターを児童福祉施設として位置づける。

○妊婦に対する寄り添いや⼼理的ケア、出産支援、産後の⽣活支援など支援を必要とする妊婦に対する包括的な支援事業
を制度に位置づける。

＜親子再統合支援事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 親子の再統合（親子関係の再構築等）が必要と認められる児童とその保護者を対象

➢ 児童虐待の防⽌に資する情報の提供、相談、助⾔等を⾏う。

例）ピア・カウンセリング、⼼理カウンセリング、保護者支援プログラム 等

＜⾥親⽀援センターの設置＞

➢ ⾥親の普及啓発、⾥親の相談に応じた必要な援助、⼊所児童と⾥親相互の交流の場の提供、⾥親の選定・調整、委託
児童等の養育の計画作成といった⾥親支援事業や、⾥親や委託児童等に対する相談支援等を⾏う。

➢ ⾥親支援の費⽤を⾥親委託の費⽤と同様に義務的経費とする。
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＜妊産婦等生活援助事業（都道府県等の事業※都道府県、市、福祉事務所設置町村）＞

➢ 家庭⽣活に支障が⽣じた特定妊婦等とその子ども（親に頼ることができない、出産に備える居宅がない等）を対象

➢ 住居に⼊居させ、又は事業所等に通所、訪問により、⾷事の提供などの⽇常⽣活の支援を⾏う。養育に関する相談・
助⾔、関係機関との連絡調整（産後の⺟子⽣活支援施設等へのつなぎ等）、特別養子縁組の情報提供等を⾏う。



＜社会的養護⾃⽴⽀援拠点事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 措置解除者等や⾃⽴支援を必要とする者（※）を対象
※ 例えば、⼀時保護をされたが措置には⾄らなかった場合、施設に⼊所等しながら退所後を⾒据えた利⽤を⾏う場合、施設の退所等の後に利⽤する場合

➢ 相互の交流を⾏う場所を開設し、対象者に対する情報の提供、相談・助⾔、関係機関との連絡調整等を⾏う。

社会的養育経験者の⾃⽴支援（３．①関係）

20歳 22歳
20歳

【⾒直し後】

18歳 22歳

措置延⻑

児童⾃⽴⽣活援助事業

措置延⻑

児童⾃⽴⽣活援助事業

Ⓐ︓義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ︓⾼等学校の⽣徒、大学⽣、
その他の⽣徒又は学⽣で満20
歳に達した⽇から満22歳に達
する年度の末⽇までの間の者
で満20歳に達する⽇の前⽇ま
でに⾃⽴⽣活援助を利⽤して
いた措置解除者等

Ⓐ︓義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ︓満20歳以上の措置解除者等
で⾼等学校の⽣徒、大学⽣そ
の他のやむを得ない事情によ
り⾃⽴⽣活援助の実施が必要
と都道府県知事が認めた者

14

別途予算対応

児童⾃⽴⽣活援助事業

○施設⼊所等の措置等を解除された者等（措置解除者等）の実情を把握し、その⾃⽴のために必要な援助を⾏うことにつ
いて、都道府県が⾏わなければならない業務にするとともに、

① 児童⾃⽴⽣活援助事業の対象者等の年齢要件等を弾⼒化する、

② ⽣活・就労・⾃⽴に関する相談等の機会や措置解除者等の間の相互相談等の場を提供する事業を制度に位置づける。
※ 措置解除者等︓年間7,964⼈（平成30年度）

＜児童⾃⽴⽣活援助事業の対象者等の年齢要件等の弾⼒化＞

➢年齢要件について都道府県知事が認めた時点まで児童⾃⽴⽣活援助の実施を可能（※）にするとともに、教育機関に在学
していなければならない等の要件を緩和する。

※ 満20歳以降も児童⾃⽴⽣活援助事業を活⽤して同じ施設等に⼊所等し続けることを可能とする。

現⾏】

18歳

Ⓐ Ⓑ
Ⓑ

Ⓑ

Ⓐ



子どもの意⾒聴取等の仕組みの整備（４．関係）

➢ 都道府県知事又は児童相談所⻑が⾏う在宅指導、⾥親委託、施設⼊所等の措置、指定発達支援医療機関への委託、⼀時保
護の決定時等（※）に意⾒聴取等を実施

※ 措置等の解除、停⽌、変更、期間の更新の時点についても同様。⼀時保護など緊急で意⾒聴取等の時間がない場合は事後も許容。

➢子どもの最善の利益を考慮するとともに、子どもの意⾒又は意向を勘案して措置等を⾏うために、あらかじめ、年齢、発
達の状況その他の子どもの事情に応じ意⾒聴取その他の措置を講じなければならない。

＜意⾒表明等⽀援事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 児童相談所⻑等の意⾒聴取等の義務の対象となっている子ども等を対象

➢ 子どもの福祉に関し知識又は経験を有する者（意⾒表明等支援員）が、意⾒聴取等により意⾒又は意向を把握するとと

もに、それを勘案して児童相談所、都道府県その他関係機関との連絡調整等を⾏う。

○ 都道府県等において、引き続き、子どもの権利擁護の取組みを推進するため、

① 子どもの権利擁護の環境整備を⾏うことを都道府県等の業務として位置づけ、

② 都道府県知事又は児童相談所⻑が⾏う措置等の決定時において、子どもの意⾒聴取等を⾏うこととし、

③ 子どもの意⾒表明等を支援するための事業を制度に位置づけ、その体制整備に努めることとする。

＜⼦どもの権利擁護に係る環境整備＞

➢都道府県知事又は児童相談所⻑が⾏う意⾒聴取等や⼊所措置等の措置、児童福祉施設等における処遇について、都道府
県の児童福祉審議会等（※）による調査審議・意⾒具申その他の⽅法により、子どもの権利擁護に係る環境を整備するこ
とを、都道府県等の業務とする。

※ 児童福祉法に基づき都道府県に設置され、子ども等の福祉に関する事項を調査審議し、また関係⾏政機関に意⾒具申することができる。

＜児童相談所や児童福祉施設における意⾒聴取等＞
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一時保護の開始時の司法審査等（５．関係）

一
時
保
護
開
始

２
ヶ
月

４
ヶ
月

６
ヶ
月

親権者等の意に反する場合、延⻑
（２ヶ⽉ごと）に際し家裁の承認が
必要（家事審判）（H30.4施⾏）

一
時
保
護
解
除

⼀時保護した場合、⼀時保護開始から
７⽇以内に児童相談所は裁判所に⼀時保護
状を請求する必要がある。ただし、親権者
等が⼀時保護に同意する場合等は除く。

裁
判
官
の

一
時
保
護
状
発
付

裁
判
官
の

一
時
保
護
状
発
付
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＜一時保護開始時の適正手続の確保（司法審査）＞
〇 ⼀時保護の適正性の確保や手続の透明性の確保のため、⼀時保護開始の判断に関する司法審査を導⼊する。

➢ 裁判官が発付する⼀時保護状による⽅法（事前又は保護開始から７⽇以内に児童相談所は書面で請求）とする。

➢ 対象として、親権者等が⼀時保護に同意した場合や請求までに⼀時保護を解除した場合等は除く。

➢ 児童虐待のおそれがあるときなど、⼀時保護の要件を法令上明確化。その要件に該当するときは、明らかに⼀時
保護の必要がないと認めるときを除き、裁判官は⼀時保護状を発付する。

➢ ⼀時保護状発付の請求が却下された場合、⼀時保護を解除した際に子どもの⽣命及び⼼身に重大な危害が⽣じる
おそれがあるときには、児童相談所からの不服申⽴手続を設ける（却下の翌⽇から３⽇以内にその取消を請求）

＜一時保護所の設備・運営基準の策定等＞
〇 ケアの困難度が⾼い子どもの⼊所という⼀時保護所の特性を踏まえ、新たに設備･運営基準を策定し、下記の内容

を規定する。
・平均⼊所率が100%を超えている⼀時保護所がある⾃治体は、定員超過解消のための計画を策定。その場合には、国が重点的に支援を実施し、

施設整備等を進めることにより、⼀時保護所の環境改善を⽬指す。
・⼀時保護所におけるケアの質を外部の視点でチェックし、必要な改善につなげるため、⼀時保護所が第三者評価を受けることとする。

○児童相談所が措置を講じるに当たって、地⽅⾃治体、医療機関、医学に関する大学、児童福祉施設、子どもが在籍す
る学校など関係機関から、情報の提供や意⾒の開陳など必要な協⼒を求めることができることを明記する。

＜事前＞ ＜事後＞



※対象となる保育士の範囲は、相談援助や保護者対応等の経験に留意しつつ今後検討

子ども家庭福祉指定研修（100時間程度）

現任者のルート

※当分の間の経過措置

子ども家庭福祉分野の

相談援助の実務経験 ４

年

一定の実務経験のある有資格者のルート

：認定機関が認定するカリキュラム

ソーシャルワーク
に関する研修の受講

保育士の

実務経験

４年

ソーシャルワーク
に関する研修の受講

試験
※認定機関が実施。指定研修等の効果も測定する

実践的な内容

※子ども家庭福祉の現場で働きながらの受講や試験となるため、現場の
意見も聴きながら内容は今後検討

相談援助の実務経験

２年

社会福祉士
精神保健
福祉士

子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上（６．関係）

○子ども家庭福祉の現場にソーシャルワークの専門性を十分に身につけた⼈材を早期に輩出するため、まずは、⼀定の実務経験の
ある有資格者や現任者について、国の基準を満たした認定機関が認定した研修等を経て取得する認定資格（※）を導⼊する。

※社会的養育専門委員会（審議会）の報告書では「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称）」とされているが、名称は今後検討

○この新たな認定資格は、児童福祉司の任⽤要件を満たすものとして児童福祉法上位置づける（※１）。また、現場への任⽤が進むよ
う、児童相談所のスーパーバイザーになりやすい仕組み（概ね５年→概ね３年の実務経験（※２））や施設等に配置するインセンテ
ィブを設定する。

※１︓児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について的確な措置を実施するのに十分な知識等を有する者として規定し、認定機関の認定の枠組み等は下位法令等に規定。

※２︓要件の短縮は、他のソーシャルワークの現場での経験があるなど、子ども家庭福祉の実践的な能⼒がある場合に限ることとする。

○新たな認定資格の取得状況その他の施⾏の状況を勘案するとともに、下記（※）の環境を整備しつつ、児童の福祉に関し専門的な
知識及び技術を必要とする支援を⾏う者に関して、その能⼒を発揮して働くことができる組織及び資格の在り⽅について、国家
資格を含め、認定資格の施⾏（R6.4）後２年を⽬途として検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

※その者が実施すべき業務の内容、必要な専門的な知識・技術や教育課程の内容の明確化、養成するための必要な体制の確保、その者がその能⼒を発揮して働くことができる場における雇⽤の機会の確保

子ども家庭福祉の認定資格
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⑤そのほか、わいせつ行為を行ったベビーシッターについては、児童福祉法に基づく事業停止命令等の情報について公表できること等を規定することに
より、利用者への情報提供を図る。

改正事項 保育士（児童福祉法）（現行） 教員（教育職員免許法等） 保育士（児童福祉法）（見直し案）

①
欠
格
期
間

禁錮以上の刑に処
せられた場合

執行を終わった日等から起算して２
年

期限なし
※ただし、刑法における刑の消滅規定によ

る制限あり

期限なし
※ただし、刑法における刑の消滅規定
による制限あり

罰金の刑に処せら
れた場合

児童福祉関係法律の規定による場合
に、執行を終わった日等から起算し
て２年

ー

児童福祉関係法律の規定による場合に、
執行を終わった日等から起算して３年

登録取消・免許状
失効等による場合

登録取消の日から起算して２年 免許状失効等の日から３年 登録取消の日から起算して３年

②
登
録
取
消
等
の
事
由

登録の取消・免許
状失効等を行わな
ければならない場
合

＜取消事由＞

・欠格事由に該当するに至った場合
・虚偽等に基づく登録を受けた場合

＜取消事由＞

・欠格事由に該当するに至った場合
・教職員が懲戒免職等の処分を受けた場合
（わいせつ行為を行った場合には、原則
として懲戒免職とするよう求めている）

＜取消事由＞

・欠格事由に該当するに至った場合
・虚偽等に基づく登録を受けた場合
・わいせつ行為を行ったと認められる
場合

登録の取消・免許
状失効等を行うこ
とができる場合

＜取消事由＞

・信用失墜行為の場合
・秘密保持義務違反の場合

＜取消事由＞

・教員にふさわしくない非行の場合
・故意による法令違反の場合

＜取消事由＞

・信用失墜行為の場合
・秘密保持義務違反の場合

③わいせつ行為を行
った者の再登録等の制
限

欠格期間経過後は再登録の申請が可
能

わいせつ行為を行ったことにより免許状が
失効等した者については、その後の事情か
ら再免許を授与するのが適当である場合に
限り、再免許を授与することができる (※)

わいせつ行為を行ったことにより登録
を取り消された者等については、その
後の事情から再登録が適当である場合
に限り、再登録することができる

④わいせつ行為によ

り登録取消・免許状失
効した者の情報把握

（データベースの整
備）

ー

わいせつ行為により免許状が失効等した者の
情報が登録されたデータベースを整備するな
どわいせつ行為を行った教員の情報を、教員
を雇用する者等が把握できるような仕組みを
構築する（※）

わいせつ行為により保育士の登録を取
り消された者等の情報が登録されたデ
ータベースを整備するなどわいせつ行
為を行った保育士の情報を、保育士を
雇用する者等が把握できるような仕組
みを構築する

※ 法の規定に基づく対応

注 わ い せ つ 行為とは、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和３年法律第57号。以下「法」という。）第２条第３項に規定する「児童生徒性暴力等」を指す。

18

児童をわいせつ⾏為から守る環境整備（７．関係）
（性犯罪歴等の証明を求める仕組み（日本版DBS）の導入に先駆けた取組強化）



こども家庭庁へ移管する予算

経費 備考

障害児入所給付費等負担金（措置費、給付費） 義務 全て移管

障害児入所医療費等負担金（措置費、給付費） 義務 全て移管

裁量 一部移管
（移管後は「地域障害児支援体制強化事業」）

地域生活支援促進事業費補助金

医療的ケア児等総合支援事業 裁量 全て移管

聴覚障害児支援中核機能モデル事業 裁量 全て移管

障害者総合福祉推進事業 裁量 一部移管

社会福祉施設等施設整備費補助金 裁量 一部移管

医療的ケア児医療情報共有サービス運用等委託費 裁量 全て移管

地域生活支援事業費補助金
（児童発達支援センターの機能強化、巡回支援専門員整備）

関連資料１
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児童発達支援センターの役割・機能の強化

＜制度の現状＞
○ 主に未就学の障害児の発達支援を行う「児童発達支援センター」については、地域における中核的役割を果たすことが期待されているが、
果たすべき機能や、一般の「児童発達支援事業所」との役割分担が明確でない。

○ 障害児通所支援については、平成24年の法改正において、障害児や家族にとって身近な地域で必要な発達支援を受けられるよう、障害種
別毎に分かれていた給付体系をできる限り一元化したが、児童発達支援センターは「福祉型」と「医療型」（肢体不自由児を対象）に分か
れ、障害種別による類型となっている。

【改正前】

医療型児童発達支援

福祉型児童発達支援センター児童発達支援

【対象】全ての障害児
【支援内容】福祉的支援

【対象】肢体不自由児
【支援内容】福祉的支援＋治療（リハビリテーション）

【改正後】

児童発達支援センター

その他の児童発達支援事業所

児童発達支援 【対象】全ての障害児
【支援内容】福祉的支援（＋肢体不自由児の治療（＊））
＊ これまで医療型で行ってきた治療（リハビリテーション）
は引き続き実施可能

一
元
化

医療型児童発達支援センター

※福祉型と医療型を「児童発達支援センター」に一元化642か所

95か所

7,852か所

※ か所数は令和2年10月時点。児童発達支援は国保連データ、福祉型及び医療型の
児童発達支援センターは社会福祉施設等調査によるか所数。

＜改正の内容＞
① 児童発達支援センターが、地域における障害児支援の中核的役割を担うことを明確化する。
⇒ これにより、多様な障害のある子どもや家庭環境等に困難を抱えた子ども等に対し、適切な発達支援の提供につなげるとと
もに、地域全体の障害児支援の質の底上げを図る。
＜「中核的役割」として明確化する具体的な役割・機能のイメージ＞

① 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能

② 地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能（支援内容等の助言・援助機能）

③ 地域のインクルージョン推進の中核としての機能

④ 地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

② 児童発達支援センターの類型（福祉型・医療型）の一元化を行う。
⇒ これにより、障害種別にかかわらず、身近な地域で必要な発達支援を受けられるようにする。

その他の児童発達支援事業所

関連資料２
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○ 放課後等デイサービスについては、「学校教育法（昭和22年法律第26号）第一条に規定する学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学し
ている障害児」を対象としており、義務教育終了後の年齢層（15～17歳）で、高校ではなく、専修学校・各種学校へ通学している障害児
は利用することができない。そうした子ども達の中には、学校終了後や休日に発達支援を特段に必要とせず自立的に過ごすことができる場
合もあれば、障害の状態・発達段階や家庭環境等により発達支援を必要とする場合もある。

※ 本件は、平成30年地方分権改革推進提案における自治体の提案を踏まえたもの。

○ このため、専修学校・各種学校へ通学している障害児であっても、障害の状態・発達段階や家庭環境等の状況から、学校終了後や休日

に自立的に過ごすことが難しく、放課後等デイサービスによる発達支援を必要とするものとして、市町村長が認める場合については、放

課後等デイサービスの給付決定を行うことを可能とする。

放課後等デイサービスの対象児童の見直し

○ 学校教育法第１条に規定する
学校（幼稚園・大学を除く）
・小学校
・中学校
・高校
・特別支援学校

見直し前

○ 学校教育法第１条に規定する
学校（幼稚園・大学を除く）
・小学校
・中学校
・高校
・特別支援学校

・専修学校
・各種学校

見直し後

○ 障害の状態・発達段階や家庭環境等の状況から、学校終了後や休日に自立的に過ごすことが難しく、放課後等デイサービスによる
発達支援を必要とするものとして、市町村長が認める場合

見直しの内容

対象者のイメージ

※ 施行期日：令和６年４月１日
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＜制度の現状＞
○ 平成24年施行の児童福祉法改正において、当時、障害児入所施設に入所できていた18歳以上の障害者については、改正後は大人として
相応しい、より適切な支援を行っていくため、障害者施策で対応することとされたが、移行調整が十分進まず、18歳以上の者が障害児入
所施設に留まっている状況がある。

障害児入所施設からの円滑な移行調整の枠組みの構築

【福祉型障害児入所施設に入所中の18歳以上で移行先が決定していない者の現状（年代別）】

248

133

53 27 9
0

100

200

300

18～19歳 20～29 30～39 40～49 50歳以上

য
ਯ n=470人

出典：厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課
障害児・発達障害者支援室調べ（令和３年３月３１日時点）

※１ 移行先が決まっているため、令和３年度中に退所予定の者を除く

※２ 470人（過齢児）のうち、22歳までの者は313人（うち19歳以下
の者248人、20歳～22歳の者は65人）、23歳以上の者は157人。

＜改正の内容＞
① 障害児入所施設から成人としての生活への移行調整の責任主体（都道府県及び政令市）を明確化する。

＜都道府県・政令市が取り組む内容＞

① 関係者との協議の場を設ける

② 移行調整及び地域資源の整備等に関する総合的な調整を行う 等

② 一定年齢以上の入所で移行可能な状態に至っていない場合や、強度行動障害等が18歳近くになって強く顕在化して
きたような場合等に十分配慮する必要があることから、22歳満了時（入所の時期として最も遅い18歳直前から起算し
て５年間の期間）までの入所継続を可能とする。
（注）現行法において入所できる児童の年齢は原則18歳未満。20歳未満まで入所の延長が可能。

※ １８歳以上で移行先が決定していない者については、令和３年１２月に都道府県・政令市等に対し、①地域のグループホーム等への移行調整や、②児者転換（障害児入所施設
から障害者支援施設への転換）、③児者併設（障害児入所施設を分割した一方を障害者支援施設として併設）等の対応を加速するよう手引きを示し、取組を進めている。
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２ 事業の概要

３ 事業のスキーム

令和４年６月に成立した改正
児童福祉法の施行（令和６年４
月）に向けて、児童発達支援セ
ンターが中核的な役割を果たせ
るよう、機能の強化を行うとと
もに、地域全体で障害児に提供
する支援の質を高め、障害児の
支援体制の強化を図る。

１ 事業の目的

◆ 実施主体：都道府県、市町村
◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県１／４、市町村１／４ 又は、 国１／２、都道府県１／２

4 実施主体等

令和５年度当初予算案 <児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金 （仮称）> 208億円の内数（202億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

①児童発達支援センターの機能強化等
児童発達支援センター等の中核的役割や機能の強化を図るとともに、地域全体

で、障害児に提供する支援の質を高め、障害児の支援体制の強化を図る。

・児童発達支援センターの職員の質の向上
・地域の事業所の支援技術の向上
・地域のインクルージョン推進のための事業
・障害が疑われる児童等、ハイリスクな児童と家族のサポートの事業
・地域の支援事例検討・質の向上のための研修等事業

②巡回支援専門員整備
保育所等に巡回支援を実施し、障害が“気になる段階”から支援を行う
ための体制整備を図り、発達障害児等の支援の充実、家族への支援を
行うとともに、インクルージョンを推進する。

・巡回等の活動計画の作成
・巡回等支援
・戸別訪問等
・関係機関との連携
・地域の体制整備への関与
・専門性の確保

※施行は令和６年4月であるが、これらの機能発揮のためには地域との関係性の構築など準備期間を要することから、令和５年度より、既存事業を再編・統合し、できる限り児
童発達支援センターの機能強化へ財源を集約。

※なお、本事業はこれらの機能発揮のために必要となる人材等のうち個別給付の対象とならない範囲をカバー。

児童発達支援センター
・地域の事業所の支援技術の向上
・地域のインクルージョン推進
・質の向上のための研修会
・支援事例検討 等

巡回支援専門員
・巡回支援
・地域の体制整備への関与 等

児童発達支援事業所 保育所 障害児家庭

連携

相談 訪問連携相談 連携 助言

中核的機能
地域全体の障害児支援体制の強化、インクルージョンの推進

国

補助

補助

連携先の支援機関等の例

市
町
村

都
道
府
県

（現行の地域生活支援事業の「児童発達支援センターの機能強化」と「巡回支援専門員整備」を再編・統合）

地域障害児支援体制強化事業 関連資料３

-184-



２ 事業の概要

医療的ケア児や重症心身障害児の
地域における受け入れが促進される
よう、地方自治体の体制の整備を行
い、医療的ケア児等の地域生活支援
の向上を図る。

１ 事業の目的

医療的ケア児等総合支援事業

4 実施主体等

◆ 実施主体
：都道府県・市町村

◆ 補 助 率
：「医療的ケア児等コー
ディネーターの配置等」に
ついては、国１／２、都道
府県１／２
上記以外は、国１／２、
都道府県１／２又は市町
村１／２

「医療的ケア児支援センター」に医療的ケア児等コーディネーターを置き、医療的ケア児とその家族への相談援助や、
専門性の高い相談支援を行えるよう関係機関等をネットワーク化して相互の連携の促進、医療的ケア児に係る情報の集
約・関係機関等への発信を行うとともに、医療的ケア児の支援者への研修や医療的ケア児とその家族の日中の居場所作り
や活動の支援を総合的に実施する（センターを置かない場合も各種事業の実施は可能）。

３ 事業のスキーム

令和５年度当初予算（案） <児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金 （仮称）> 208億円の内数（４億円）
※前年度予算額は地域生活支援促進事業

※（）内は前年度当初予算額

関連資料４
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医療的ケア児等医療情報共有システム（MEIS）

• 医療的ケアが必要な児童等が救急時や、予想外の災害、事故に遭遇した際に、全国の医師・医療機関（特に、救急医）が
迅速に必要な患者情報を共有できるようにするためのシステム。

• 医療的ケア児等は、原疾患や心身の状態が様々であり、遠方で緊急搬送等された際にも速やかに医療情報の共有を図る必
要があることから、平成２８年度に調査研究を開始（検討会構成員：東京大学大学院医学系研究科教授、小児救急科医長、
重症心身障害児保護者団体会長等）。

• 令和元年度～システム開発、令和２年５月からプレ運用開始、令和２年７月から本格運用開始。

（※） ＭＥＩＳのＨＰから登録申請書がダウンロード可能。

医療情報項目の確認

閲覧

(臨時ID取得)

※検討中

病院主治医
かかりつけ医

緊急時に
対応する
医師

クラウド

本人ID取得・入力・閲覧

MEIS：Medical Emergency Information Shareの略称

関連資料５
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聴覚障害児支援中核機能モデル事業

３ 事業のスキーム・実施主体等

子育て支援

福祉部局

教育委員会
コーディネーター配置
※ST等の専門職の配置を想定

拠点病院

母子保健

児童相談所

当事者
団体

その他関係機関

地域の福祉サービス事業所や学校への巡回支援

医師会・その他
関係団体

中核機能

聴覚障害者情
報提供施設

厚生労働省

補助

都道府県等

協議会の設置

研修会の開催

家族支援の実施

保育所 幼稚園 学校 放デイ 児童発達支援

参加

◆ 実施主体：都道府県・指定都市
◆ 補 助 率：定額１０／１０

聴覚障害児の支援は乳児からの適切な支援が必要であり、ま
た状態像が多様になっているため、切れ目のない支援と多様な
状態像への支援が求められる。
このため、福祉部局と教育部局が連携を強化し、聴覚障害児

支援の中核機能を整備し、聴覚障害児と保護者に対し適切な情
報と支援を提供することを目的とする。

１．聴覚障害児に対応する協議会の設置
２．聴覚障害児支援の関係機関との連携
３．家族支援の実施
４．巡回支援の実施
５．聴覚障害児支援に関する研修等の開催

２ 事業の概要１ 事業の目的

令和５年度当初予算案 <児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金 (仮称）> 208億円の内数（1.7億円）※（）内は前年度当初予算額

※前年度予算額は地域生活支援促進事業

関連資料６
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○家族支援のための人材育成
（家族の対応力向上）
・ペアレントトレーニング
・ペアレントプログラム
（当事者による助言）
・ペアレントメンター 等

○当事者の適応力向上のための人材育成
・ソーシャルスキルトレーニング 等

○アセスメントツールの導入促進
・Ｍ－ＣＨＡＴ、ＰＡＲＳ-ＴＲ 等

発達障害者支援体制整備事業

乳幼児期から成人期における各ライフステージに対応する一貫した支援の提供を目的として、関係機関等によるネットワーク
の構築や、ペアレントメンター・ペアレントトレーニング等の導入による家族支援体制の整備、発達障害特有のアセスメント
ツールの導入を促進するための研修会等の開催を行っている。また、地域の中核である発達障害者支援センターの地域支援機能
の強化を図るため、「発達障害者地域支援マネジャー」の配置を行い、市町村・事業所・医療機関との連携や困難ケースへの対
応を行っている。
近年の発達障害関係の相談件数の増に伴う困難事例の増等に対応するため、令和４年度予算において、発達障害者地域支援マ

ネジャーの体制強化として、全ての都道府県・指定都市で２名のマネジャーを配置し、困難事例への対応促進等を図ったところ
であり、令和5年度においても引き続き地域支援機能の強化を進める。

連携

連携

都道府県・指定都市

１．住民にわかりやすい窓口の設置や
連絡先の周知

２．関係部署との連携体制の構築
（例：個別支援ファイルの活用・普及）

３．早期発見、早期支援等（ペアレントトレーニング、ペアレントプログラム、
ペアレントメンター、ソーシャルスキルトレーニング）の推進
・人材確保／人材養成
・専門的な機関との連携
・保健センター等でアセスメントツールを活用

市町村

展開・普及

○発達障害者支援センター
・発達障害者及びその家族からの相談に
応じた適切な助言等の実施（直接支援）
・関係機関との連携強化や各種研修の実施
による地域での総合的な支援体制の整備
の推進（間接支援）

○発達障害者地域支援マネジャー
・市町村・事業所・医療機関との連携
及び困難事例への対応等による地域
支援の機能強化を推進
(主に発達障害者支援センターへ配置)

→体制の強化による困難事例等への
対応促進

相談、コンサルテーションの実施

派遣・サポート

○自治体内の支援ニーズや支援体制の現状等
を把握。市町村又は障害福祉圏域ごとの支
援体制の整備の状況や発達障害者支援セン
ターの活動状況について検証

○センターの拡充やマネジャーの配置、その
役割の見直し等を検討

○家族支援やアセスメントツールの普及を
計画
※年２～３回程度開催

発達障害者支援地域協議会 研修会等の実施

令和５年度当初予算案 392,821千円（39,821千円） 関連資料１
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「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて」障害者部会報告書（概要）

今回の見直しの基本的な考え方

１．障害者が希望する地域生活を実現する地域づくり
障害者が希望する地域生活を実現・継続するための支援の充実／地域共生社会の実現／医療と福祉の連携の推進／精神障害者の地域生活に向けた包括的な支援

２．社会の変化等に伴う障害児・障害者のニーズへのきめ細かな対応
障害児に対する専門的で質の高い支援体制の構築（※児童福祉法改正法等で対応） ／ 障害者の多様なニーズに応じた就労の促進

３．持続可能で質の高い障害福祉サービス等の実現

各論点について

１．障害者の居住支援について

・ 医療的ケア、強度行動障害、高次脳機能障害等に対応できる専門人材の配置の推進方策を検討する必要がある。また、在宅等で状態が悪化した
強度行動障害を有する者に集中的支援をグループホーム・障害者支援施設等で行うための具体的方策を検討すべきである。

・ 自立生活援助において、対象者の状況に応じた適切な支援ができるよう、ICTの活用による効果的な支援や継続的な支援が必要な者の標準利用期
間及び更新の在り方について検討すべきである。

・ 障害者総合支援法におけるグループホームの支援内容として、一人暮らし等を希望する利用者に対する一人暮らし等に向けた支援や退居後の一
人暮らし等の定着のための相談等の支援が含まれる点について明確化すべきである。さらに、現行のグループホームの支援の充実について検討しつ
つ、障害者が希望する地域生活の実現に向けた多様な選択肢を設ける観点から、指定基準（省令）において、本人が希望する一人暮らし等に向けた
支援を目的とする新たなグループホームのサービス類型を検討すべきである。

・ 地域生活支援拠点等の整備を推進するため、市町村の整備の努力義務化なども含め、必要な措置を講ずるべきである。

・ 障害者支援施設における重度障害者の支援体制の充実に向けて、障害者支援施設が果たしている専門的な支援等における役割を踏まえ、人員
配置や支援内容に対する報酬上の評価等を検討するとともに、利用者の地域移行により一層取り組むこと等について検討する必要がある。

２．障害者の相談支援等について

・ 地域の相談支援体制全体の中で各主体が果たす役割・機能を整理し、地域の相談支援体制構築の手引きを作成する等により普及すべきである。

・ 相談支援事業の中立・公正性を確保するため、サービス提供事業者からの独立性・客観性を確保する方策について検討すべきである。

・ 地域の相談支援の中核である基幹相談支援センターについて、市町村の設置の努力義務化なども含め、必要な措置を講ずるべきである。

・ 地域住民の多様な支援ニーズに対応するため、他法他施策による相談支援等との連携強化を図る場合の窓口について基幹相談支援センターが担
うことを基本とすることを明確化して周知する必要がある。

・ 協議会の機能強化と活性化に向けて、個別の課題から地域の課題を抽出し、解決を図る機能を促進するため、守秘義務規定を設けるべきである。
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評価を含め、より一層の推進策の検討を行う必要がある。

各論点について（続き）

３．障害者の就労支援について

・ 就労アセスメントの手法を活用して本人の就労能力や適性の客観的な評価や就労に当たっての必要な支援や配慮事項の整理を行い、障害者本人
がその能力や適性等に合った一般就労や就労系障害福祉サービスの事業所の選択ができることを目指して、必要な支援を行う新たなサービス（「就
労選択支援（仮称） 」）を創設すべきである。

・ 障害者の希望する一般就労の実現に向けて、企業等での働き始めに週10時間～20時間未満程度から段階的に勤務時間を増やしていく場合や休職
から復職を目指す場合において、就労系障害福祉サービスの一時的な利用を法令上可能とすべきである。

・ 障害者の就労を支えるための雇用・福祉施策の連携強化に向けて、障害者の就労支援に携わる人材の育成、就労定着支援事業の実施主体に障
害者就業・生活支援センター事業を行う者を加えること、障害者就業・生活支援センターが専門的見地からの助言等の基幹型機能も担う地域の拠点
としての体制の整備の推進、就労継続支援A型の在り方や役割の整理、重度障害者等の職場や通勤における支援の推進を行う必要がある。

４．精神障害者等に対する支援について

・ 精神保健に関する相談支援が全ての市町村で実施される体制が整うよう、精神障害者に加え、精神保健に関する課題を抱える者に対しても、相談
支援を行うことができる旨を法令上規定するべきである。

・ 市町村が実施する精神保健に関する相談支援の位置付けを明確にするとともに、市町村保健センター等の保健師増員等、必要な体制整備のため
の対応を検討するべきである。

・ 人権擁護の観点から、家族からの音信がない市町村長同意による医療保護入院者を中心に、精神科病院の理解のもと、精神科病院に入院する患
者を訪問し、相談に応じることで、医療機関外の者との面会交流を確保することが必要となる。

・ 入院医療を必要最小限にするための予防的取組の充実という視点から、包括的支援マネジメントを推進し、医療、障害福祉・介護その他のサービス
を切れ目なく受けられる体制を整備するため、令和６年度の診療報酬・障害報酬の同時改定での評価を含めて検討を進めるべきである。

・ 医療保護入院から任意入院への移行、退院促進に向けた制度・支援の充実という視点から、医療保護入院の入院期間を定め、精神科病院の管
理
者は、この期間ごとに医療保護入院の要件を満たすか否かの確認を行うこととするべきである。また、退院促進措置の対象者を拡大すべきである。

・ より一層の権利擁護策の充実という視点から、医療保護入院者や措置入院者に対して告知を行う事項として、入院を行う理由を追加するとともに、
医療保護入院の同意を行う家族等は、退院等請求権を有することから、告知を行うことが求められる旨を明文で規定すべきである。

・ 医療保護入院について、家族がいる場合でも、当該家族の意向を確認することができない場合は、市町村長が同意の可否を判断できるようにすべ

きである。

・ 本人と家族等との間で虐待等が疑われるケースについて、市町村長が同意の可否を判断できるようにすることについて、課題の整理を行いながら、
検討することが適当である。

・ 退院後支援のガイドラインについては見直しを行い、退院後支援は、津久井やまゆり園事件の再発防止策を契機とした取組ではないことを明文で規
定することが必要である。その上で、広く患者の入院形態を問うことなく患者の意思に基づいた退院後支援が行われるよう、診療報酬における適切な 33



各論点について（続き）

・ 隔離・身体的拘束に関し、切迫性・非代替性・一時性の考え方について、処遇基準告示上で要件として明確に規定するべきである。また、「多動又は
不穏が顕著である場合」という身体的拘束の要件について、さらに対象を限定し明確化を図るべきである。

・ 入院患者に対してより手厚い人員配置のもとで良質な精神科医療を提供できるよう、個々の病院の規模や機能に応じ、適切な職員配置を実現して
いくことが求められる。

・ 精神科医療機関において、すでに実施されている虐待防止措置の推進に加え、従事者等が虐待を発見した場合にこれを自治体に伝えるとともに、
伝えた者の保護を図ることが望ましい。このような仕組みについて、精神科医療機関における虐待行為の早期発見、再発防止に資する実効的な方策
となるよう、制度化に向けた具体的な検討を行うべきである。

５．障害福祉サービス等の質の確保・向上について

・ 外部による評価、事業者間の学び合い等により、サービスごとの特性を踏まえた各障害福祉サービスに適した評価の仕組みを検討する必要があ
る。

・ 今後の障害福祉サービス等報酬の改定の検討等に当たって、ストラクチャー、プロセス、アウトカムの３つの視点を持ち、プロセスの視点に基づく報
酬の評価をより充実させつつ、併せてアウトカムの視点に基づく報酬の評価についても、導入について研究・検討する必要がある。

・ 障害福祉サービス等情報公表制度による事業者情報の公表をさらに促進するための取組を検討する必要がある。

・ 障害福祉分野におけるデータベースを整備するとともに、第三者提供の仕組みを設けるべきである。

・ 不適切な事業所が多いサービス等の実地指導・監査を重点実施するとともに、都道府県等の実地指導・監査の取組の好事例や指導監査マニュアル
の作成等の検討を進める必要がある。

６．制度の持続可能性の確保について

・ 都道府県が行う障害福祉サービス事業者等の指定について、市町村が障害（児）福祉計画との調整を図る見地から意見を申し出ることを可能とし、
都道府県はその意見を勘案して指定に際し、必要と認める条件を付することができる仕組みを導入すべきである。

・ 障害福祉現場の業務効率化や職員の業務負担軽減を更に推進するため、実証データの収集・分析を進めながら、ICT活用やロボット導入の推進の
方策について具体的な検討を行っていくことが必要である。

・ 障害福祉職員の処遇改善や職場環境の状況について調査・分析し、現場のニーズや政策目的に照らして、より効果的で簡素な仕組みとなる方策に
ついてさらに検討するとともに、ハラスメント対策を推進するほか、人材の確保・定着方策の好事例の共有を図る必要がある。

７．居住地特例について

・ 介護保険施設等の入所者が障害福祉サービスを利用する場合についても、施設所在市町村の財政負担を軽減するため、介護保険施設等を居住
地
特例の対象に追加すべきである。
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各論点について（続き）

８．高齢の障害者に対する支援について

・ 一律に介護保険サービスが優先されるものではない等の介護保険優先原則の運用の考え方について、具体例を示しながら改めて周知徹底を図る
ことが必要である。

・ 共生型サービスや新高額障害福祉サービス等給付費について、積極的な活用が図られるよう引き続き周知徹底を進めることが必要である。

９．障害者虐待の防止について

・ 自治体間の対応のばらつきを是正するため、障害者虐待に対応する自治体職員に向けて、対応方針の決定等の場面における管理職の参加を徹底
するとともに、とるべき対応や留意点を周知する必要がある。また、自治体における弁護士等による専門的な助言体制の確保を推進する必要がある。

・ 学校、保育所、医療機関における障害者を含めた虐待防止の取組について、市町村や関係機関との連携を含め、より一層進めていく必要がある。

１０．地域生活支援事業について

・ 地域生活支援事業について、個別給付との利用対象者像の関係等の実態把握や整理を行い、報酬改定等の議論の中で、財源を確保しつつ、そ
の在り方を検討する必要がある。

１１．意思疎通支援について

・ 意思疎通支援について、地域格差等の課題を解消するために、障害種別や障害特性を考慮しつつ、ICTの利活用促進や意思疎通支援従事者の確
保、代筆代読支援の普及に向けた取組等を検討する必要がある。

１２．療育手帳の在り方について

・ 療育手帳の在り方について、国際的な知的障害の定義や自治体の判定業務の負荷等も踏まえた判定方法や認定基準の在り方、比較的軽度な知
的障害児者への支援施策の在り方、統一化による関連諸施策への影響、法令上の対応等も含め、幅広く調査研究を続けるべきである。

１３．医療と福祉の連携について

・ 医療的ケア児については前回の報酬改定において新設した報酬の実施状況を踏まえて家族等への支援の観点も含め検討を行い、医療的ケ
アが必要な障害者については成人期の生活に対応した障害福祉サービスにおける医療的ケアの評価の在り方について検討する必要がある。

・ 計画相談支援において求められる多職種連携の主要な連携先として医療機関や難病関係機関を明示し、その連携の重要性や具体的に求められる
連携内容について周知徹底を図るとともに、連携を更に促進する方策等について検討すべきである。

・ 入院中の重度訪問介護利用の対象となる障害支援区分については、入院中の重度障害者のコミュニケーション支援等に関する調査研究の結果を
分析しつつ、支援が必要な状態像や支援ニーズの整理を行いながら、拡充を検討すべきである。
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通所系福祉サービス

訪

・市町村

通院

支援 伴走

訪問

地域の助け合い

ピアサポート活動 友達・趣味等

医療

（日常の医療）
訪問看護事業所

・都道府県

施設からの退所

福祉から雇用
へ

訪問系福祉サービス

問

（入院・日常の医療）
医療機関

障害福祉

施設系福祉サービス

■

＜精神科病院＞
医療保護入院の入院期間の設定
入院患者への訪問相談

＜相談支援事業所＞
基幹相談支援セ
ンターの市町村整
備の努力義務化

＜市町村＞

市町村への精神
保健に関する体
制整備 等

＜事業所・施設＞
地域生活支援拠
点等の市町村整
備の努力義務化

等

退院支援の拡充 等

相談

相談支援事業所等

通所

病院からの退院

就労系福祉サービス
ム

就労

、教育

○ 障害者が地域や職場で生きがい・役割を持ち、医療、福祉、雇用等の各分野の支援を受けながら、その人らしく安心して暮らすこと
ができる体制の構築を目指す。このため、障害者本人の希望に応じて、

・施設や病院からの地域移行、その人らしい居宅生活に向けた支援の充実（障害者総合支援法関係、精神保健福祉法関係）

・福祉や雇用が連携した支援、障害者雇用の質の向上（障害者総合支援法関係、障害者雇用促進法関係）

等を推進する。

障害者が安心して暮らし続けることができる地域共生社会（イメージ）

（地域生活、職場、医療に係る取組を当事者中心の視点で強化・充実 は現在審議会等で議論中の事項）

雇用・就労
＜就労系事業所＞

就労選択支援（仮称）
の創設

一般就労中の就労系
福祉サービスの一時
的利用

＜企業＞

雇用の質向上に向け
た助成金の拡充 等

（障害者雇用）
企業、団体等

住まいの場
・アパート生活
・グループホー

・実家等

＜グループホーム＞

グループホームでの、居宅生活
に向けた支援等の明確化 等
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障害者の地域生活の支援

～障害者本人の希望に一層応える仕組みへ～



障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について １．障害者の居住支援）～

○グループホームにおいて、利用者が安心して暮らすための支援を行うとともに、指定基準（省令）において、本人が一人暮らし等を希望
する場合の一人暮らし等に向けた支援の充実を検討すべきである。（※）
① 入居中の一人暮らし等に向けた支援の充実

サービス管理責任者が一人暮らし等に向けた目標や支援内容等に関する計画を作成した上で、一人暮らし等に向けた支援を行った場
合に報酬上の評価を検討すべきである。（※）その際、報酬の評価に当たって特別な人員配置を要件とするのではなく、一人暮らし等
を希望する者に対して幅広く支援ができる仕組みとすることも考えられる。
② 退居後の一人暮らし等の定着のための支援の充実

グループホームの事業者が退居後に一人暮らし等の地域生活の定着に向けた見守りや相談等の支援を一定期間実施できるよう、退居
後における見守りや相談等の支援についての報酬上の評価を検討すべきである。（※）

○東京都においては、グループホームから一人暮らしへの移行に向けた支援を行う通過型グループホームの制度を設けており、一人暮らし
を希望するものの直ちに一人暮らしを行うことが困難な者に対し、一定期間において、グループホームにおいて一人暮らしに向けたアセ
スメントや個別の課題を踏まえた一人暮らしに向けた支援を行い、本人が希望する一人暮らしに向けた支援を行っている。
事業者と利用者が共通の目的を持って、一人暮らし等に向けた支援のノウハウを活かした効果的な支援を行うことにより、本人が希望

する一人暮らしへの移行に一定の効果を上げている。

○障害者が希望する地域生活の実現に向けた多様な選択肢を設ける観点から、指定基準（省令）において、本人が希望する一人暮らし等 に
向けた支援を目的とする新たなグループホームのサービス類型を検討すべきである。（※）

検討に当たっては、対象者について、障害種別、障害程度、年齢等の一律の基準は設けず、障害者のライフステージやニーズに応じて、
本人が希望により、継続的な支援を行う現行のグループホームと新たなグループホームを選択できる仕組みとする必要がある。

○また、新たなグループホームのサービス類型の創設の方向性について賛成との意見がある一方で、経営の難しさ、利用期間や成果主義に
陥る危惧が懸念されることから現行のグループホームの支援の充実を優先すべき、人口減少社会における新たな資源投入は慎重に検討す
べき、地方で実施検証してから全国展開が望ましい等の意見があった。

これらの意見を踏まえ、現行のグループホームの支援の充実を図るとともに、事業所指定や人員配置など、新たなグループホームの
サービス類型の細部については、先行事例や地方における事業運営、経営面における課題等も踏まえ、調査研究事業等を実施するととも
に、グループホームにおける重度障害者向けの必要な支援についての検討も踏まえ、当事者等の声を丁寧に聴きながら、地域の課題を抽
出しつつ検討を進めるべきである。（※）

38注：本報告書中、（※）が付されている部分は、障害福祉サービス等報酬の改定時において省令、告示等による対応が想定されるもの。



障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しについて

～社会保障審議会 障害者部会 報告書（Ⅲ各論点について １．障害者の居住支援）～

○ また、適切かつ効果的な事業運営を確保する観点から、
・支援に当たっては、個々の課題を踏まえた一人暮らし等に向けた支援計画を作成し、一定期間の中で一人暮らし等に向けた支援を実

施するとともに、退居後に地域生活に定着するための相談等の支援を実施

39注：本報告書中、（※）が付されている部分は、障害福祉サービス等報酬の改定時において省令、告示等による対応が想定されるもの。

・ 人員配置について、サービス管理責任者に専門職（社会福祉士・精神保健福祉士等）を常勤で配置することやピアサポーターの活用
の評価

・ 一定の利用期間を設定した上で対象者の状況に応じて更新が可能な仕組みとするとともに、新たなグループホーム事業者の責務とし
て、一人暮らし等が難しい場合には継続的な支援を行うグループホームへの移行支援を実施することについての義務化

・
・

事業所指定に当たって運営方針等に係る協議会等への事前協議の実施や、定期的な運営状況の報告の義務化
報酬について、人員体制や支援プロセスを重視した評価とすることや地域生活への定着状況について適切に評価

すること等について、丁寧に検討すべきである。（※）

（障害者支援施設の在り方）
＜障害者支援施設における重度障害者等の支援体制の充実＞

○障害者支援施設では、これまでも強度行動障害や医療的ケアのある方など様々な障害者に対する支援を実施しているが、個々の利用者に
対する支援の質の向上に向けて、ユニット化や個室化など適切な個別支援に向けた必要な生活環境の把握を進めるとともに、障害者支援
施設が果たしている専門的な支援等における役割を踏まえ、現行の人員配置や支援内容に対する報酬上の評価等について検討すべきであ
る。（※）

＜地域移行の更なる推進＞

○地域移行を更に進めるためには、障害者支援施設は地域移行を担う職員をその施設に配置するなど利用者の地域移行により一層取り組む
ことのほか、地域生活支援拠点等に配置されるコーディネーターが、障害者支援施設の担当職員等と地域移行に向けて連携・協力しつつ
、利用者の地域移行のニーズの把握と働きかけの実施、地域移行支援や体験利用へのつなぎなどの地域移行の推進に向けた役割を担うこ
とについて、地域生活支援拠点等の法令上の位置付けの明確化と併せて検討する必要がある。



☆ 障害のある方が地域住⺠との交流が確保される地域の中で、家庭的な雰囲気の下、共同生活を営む住まいの場。

☆ 単身での⽣活は不安があるため、⼀定の支

援を受けながら地域の中で暮らしたい⽅

☆ ⼀定の介護が必要であるが、施設ではなく

地域の中で暮らしたい⽅

☆ 施設を退所して、地域⽣活へ移⾏したいが
いきなりの単身⽣活には不安がある⽅ など

☆１つの住居の利用者数の平均は６名程度。

具体的な利⽤者像

☆ 主 として夜間において、共同⽣活を営む

べき住居における相談、⼊浴、排せつ又は

⾷事の介護その他⽇常⽣活上の援助を実施

☆ 利 ⽤ 者 の就労先又は⽇中活動サービス等

との連絡調整や余暇活動等の社会⽣活上の

援助を実施

具体的な支援内容

事業所数・利⽤者数については、国保連令和３年12⽉サービス提供分実績

ユニットの入居定員は２人以上１０人以下

☆ 共同生活住居ごとに１以上のユニットが必要

☆

☆ 居室及び居室に近接して設けられる相互に

交流を図ることができる設備を設ける

☆ 居室の定員︓原則１⼈

☆ 居室面積︓収納設備を除き７．４３㎡

必要な設備等

グループホームの概要

★住宅地に⽴地
★入居定員は原則１０名以下

※ 既存の建物を利⽤する場合は20名以下、
都道府県知事が特に必要と認める場合は
30名以下とすることができる。

※ ⽇中ｻｰﾋﾞｽ支援型の場合、⼀つの建物に
複数の共同⽣活住居を設けることができる。
（定員の合計は20⼈以下）

利⽤者数の推移

グループホーム（共同生活援助）

（介護ｻｰﾋﾞｽ包括型） （日中ｻｰﾋﾞｽ支援型） （外部ｻｰﾋﾞｽ利⽤型）

利⽤対象者 障害支援区分にかかわらず利⽤可能

ｻｰﾋﾞｽ内容 主に夜間における⾷事や⼊浴等の介護や相談等の⽇常⽣活上の援助

介護が必要な
者への対応

当該事業所の従業者に
より介護ｻｰﾋﾞｽを提供

当該事業所の従業者によ
り常時の介護ｻｰﾋﾞｽを提供

外部の居宅介護事業所に
委託

報酬単位

世話⼈の配置及び障害支
援区分に応じて

667単位〜170単位

世話⼈の配置及び障害支
援区分に応じて
1,105単位〜252単位

世話⼈の配置に応じて
243単位〜114単位

標準的な時間に応じて
(受託居宅介護ｻｰﾋﾞｽ)

96単位〜

事業所数 9,393事業所
481事業所

（平成30年4⽉〜）
1,294事業所

利⽤者数 132,040⼈
6,743⼈

（平成30年4⽉〜）
15,404⼈

利用者数合計 154,187人

48,39455,983
63,323

71,866
81,729

88,89796,012
102,288

108,302
114,82122,673

131,627
143,472

154,187

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3

出典︓国保連データ（各年度末⽉）

R3.12月実績
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障害者の居住支援について

１ 重度障害者の支援体制の整備

強度行動障害、高次脳機能障害、医療的ケア、高齢化等に対応するため
の居住支援の在り方

２ 地域生活支援施策の充実

自立生活援助・地域定着支援、地域生活支援拠点等、相談支援の充実

３ グループホームにおける障害者が希望する地域生活の継続・実現

（１）安心できる地域生活の継続
（２）一人暮らし等の希望の実現に向けた支援の充実

４ 障害者支援施設の在り方

○障害者の居住支援について、障害者が希望する多様な地域生活の実現や継
続するための支援を推進する観点から検討。
※  グループホームの質の確保について、別途、障害福祉サービス全体とあわせて検討。
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重度障害者の支援体制の整備（検討の方向性（案））

〇 地域移行や親元からの自立を推進するため、グループホームについて、地域
のニーズを踏まえた整備を推進していく必要がある。

特に、障害者の重度化・高齢化を踏まえ、グループホームにおける重度障害
者の受入体制の整備が課題。

○今後、グループホームや入所施設の役割を含め、強度行動障害、高次脳機能
障害、医療的ケア、高齢化等に対応するための居住支援の在り方について、以
下の論点について検討していくこととしてはどうか。

（論点）

・ グループホーム・障害者支援施設の役割

・ グループホーム等における重度障害者の受け入れ体制の整備（人員体制、
報酬、日中サービス支援型グループホームの在り方、強度行動障害を有する
者に対して集中的な支援が必要な場合の対応等）

・ 重度障害者に対応できる専門的な人材の育成（スーパーバイズを含む）

・ 障害特性に応じた施設・設備の整備

・ その他各種サービスの在り方 42



グループホームの運営及び支援内容等の実態把握のための調査
（令和３年度障害者総合福祉推進事業）

１ グループホームでの生活の満足度や今後の生活の希望等

〇グループホーム生活の満足度（利用者調査） ⇒「満足・まあまあ満足」は７割、「あまり満足していない・満足していない」は１割

〇今後の生活の希望（同上） ⇒ 「将来、一人暮らしをしてみたい」又は「将来、パートナーと暮らしてみたい」いずれかを回答した者は４割 〇

一人暮らし等の実現可能性（事業所調査） ⇒ 「すぐに可能又はグループホームでの一定期間の支援があれば可能と思われる」者は２割〇

一人暮らし等に向けた支援の実施 ⇒  「 全体の利用者」に対する実施率は１割

(事業所調査＋利用者調査) 「将来、一人暮らし又はパートナーと暮らしてみたい」と回答した者に対する実施率は２割
「グループホームでの一定期間の支援があれば可能と思われる」者に対する実施率は４割

２ グループホームにおける支援の質の確保の取組

〇事業所における取組（事業所調査）
⇒ 協議会（※）の設置、市町村（自立支援）協議会等への報告、第三者による外部評価の実施は、それぞれ１割そ

の他、職員の日常的な話し合いの場の設定、職員研修、他法人の相談支援事業所との連携等の取組を実施

※事業所が設置する利用者、利用者の家族、地域住民の代表、市町村職員等による協議会

〇自治体における取組(自治体調査）
⇒ 一部の自治体で市町村（自立支援）協議会における運営状況の報告・評価、グループホームへの訪問による状況の確認や助言、グ

ループホーム職員の意見交換の場の設定等を実施

⇒  グループホームにおける支援の質の観点で問題と考えられる事例
障害特性等を踏まえた支援スキルが乏しい、重度障害者の実施的な利用拒否、支援状況を十分確認していないのでわからない 等

３ 地域におけるニーズの状況

〇グループホームの空室状況及び空室の理由（自治体調査）
⇒ 空室の理由について、一時的要因や短期入所等のために確保する空室のほか、「利用希望者がいない」「グループホームの設備と
利用希望者のニーズがあわない」「職員の支援スキルでは受入が困難な障害の程度・特性であった」 等が認められた。

〇グループホームの供給が特に不足している障害者の状態像（同上）
⇒  重度の身体障害・知的障害・精神障害、障害特性は強度行動障害、医療的ケア、重症心身障害

〇市町村が整備に当たって課題と考える事項（同上） ※自由記述
⇒  重度障害者のグループホームの整備、自治体が把握しないうちに整備が進んでしまう、障害特性にマッチした事業所がない 等 43



グループホーム⾒直しの⽅向性

【基本的な考え方】

グループホームの⾒直しの⽅向性（ ポイント）

①重度障害者の受⼊体制を強化（強度⾏動障害、⾼次脳機能障害、医療的ケア、⾼齢化等）

（※⇒次期報酬改定で対応）

②希望する⽅には、安⼼して住み続けられる制度を堅持

③一人暮らし等を希望する者には、希望実現に向けた支援を充実 （※⇒法改正関係）

○ グループホームは、地域における「住まいの場」として重要な役割。引き続き地域のニーズを踏まえ計画的整備を推進。

○ ライフステージやニーズに応じ、「必要な時に安⼼して利⽤できる」ことが重要。

【⾒直しの⽅向性】

○ 「住まいの場」として、希望する⽅には安⼼して住み続けられる制度を堅持。

○ その上で、一人暮らし・パートナーとの暮らし等を希望する方には、希望実現に向けた支援を充実。

⇒ 障害者総合支援法に規定するグループホームの支援内容に、希望者に対する一人暮らし等への移⾏⽀援を追加。

※ 支援者や家族等がチームで本人の意思決定を丁寧に支援。

※ あくまで本人の希望実現のためのサポート・伴走であり、移行そのものが目的化した「指導」、「訓練」のような性質で

あってはならない。

※ 対象者について、障害種別・障害程度等で基準を設けることなく、本人の希望を踏まえて支援。

⇒ 現⾏のグループホームの利⽤者で、本人が一人暮らし等の希望に至った場合、希望実現に向けた支援（家事や⾦銭
管理の支援、住宅確保等）を個別に実施することを報酬上評価。

⇒ 新たな類型（「移⾏支援ホーム」（仮称））として、病院や施設からの地域移⾏者、親元からの⾃⽴希望者など⼀⼈
暮らし等の希望のある⽅々に対し、専門職（社会福祉⼠・精神保健福祉⼠等）のサービス管理責任者を配置し、ピア
サポーターを活⽤しながら、専門的に希望実現に向けた支援（家事や⾦銭管理の支援、住宅確保等）を⾏うことを省
令上位置付け。

※ 詳細については、先行事例や事業運営等の課題も踏まえ調査研究事業等を実施し、当事者の声を丁寧に聴きながら検討。
※ 事業所指定に当たっての自立支援協議会等への事前協議や定期的な運営状況報告等、地域の目を入れながら丁寧に開始。 44



介護サービス包括型 日中サービス支援型 外部サービス利用型

＜現行のグループホーム＞
希望する方は安心して住み続けられる

住み続けるか、一人暮らし等の実現に向けた支援を受けるか、
本人の希望で選択可能。

本人の希望で選択可能 本人の希望で選択可能

＊現行のグループホームと新たな類型の評価については、一人暮らし等を希望する障害者の多くが現行のグ
ループホームに居住していること等も踏まえて丁寧に検討。

＊また、近年、実績・経験の乏しい事業者の参入等による支援の質の低下が懸念されていることを踏まえ、
グループホーム全体の質の確保の在り方について次期報酬改定において検討。

一人暮らし、パートナーとの
暮らし等、希望する生活へ

＊事業所指定に当たって
の自立支援協議会等への
事前協議や定期的な運営
状況報告等、地域の目を
入れながら丁寧に開始。

在宅 入所・入院

＜新類型＞
希望する生活を目指して一

定の期間※で支援を受ける
※対象者の状況に応じて更新可能

＊省令上位置付け
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医療

相談支援

障害福祉・介護

（通所系障害福祉サービス等）
・就労系事業所
・自立訓練（機能・生活）
・地域活動支援センター等通所

伴走

訪問

ー・基幹相談支援センタ
・障害者相談支援事業

・指定特定相談支援事業所
・指定一般相談支援事業所
・自立生活援助事業所

・市役所

地域生活支援拠点等

住まいの場
・単身アパート生活
・グループホーム

・実家等

日常の医療：
・医療機関

ピアサポート活動

通院

安心して暮らし続けることができる継続的な見守りや相談支援の充実

【地域移行の推進】
・グループホームや一人暮らし
に向けた体験宿泊の機会・確保

日常の医療：
・訪問看護

訪問

【緊急時支援の受入】
・短期入所事業所等
（地域生活支援拠点等）

（訪問系障害福祉サービス等）
・居宅介護等等

社会参加（就労）、地
域の助け合い、教育

友達・趣味等

緊急時

保健・医療・福祉関係者による協議の場

バックアップ

体験宿泊等
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○地域生活支援拠点等は、地域生活の安心の確保を図るための緊急時の短期入所の受入体制の整備とともに、入所施設や病院
から地域移行を推進するための地域移行のニーズの把握や体験利用につなげる役割が重要。

○法令上の努力義務化の検討とあわせ、中心的役割を担うコーディネーターの配置の促進や、スキルアップや養成に向けた方策を検
討。あわせて、効果的な支援体制を確保する観点から、基幹相談支援センター等の関係機関との整理を検討。

地域生活支援拠点等の整備・機能の充実（検討の方向性）

サービス事業者 当事者

相談支援事業者

市町村（自立支援）協議会等

高齢者介護

行政機関

企業・就労支援

民生委員

障害者相談員

保健・医療

子育て支援

学校
宅建業者

都道府県（後方的支援）

（都道府県の役割）

・ 整備状況の把握・共有

・ 未整備自治体への働きかけ
・ 整備、運営に関する研修会等の開催

・ 管内市町村の好事例の紹介

体験の機会・場

相談（緊急時の相談、支援対象者の把握）

相談支援事業所
（基幹等・指定特定/⼀般/障害児）

⽇中活動サービス事業所

緊急時の受け入れ・対応

短期⼊所
訪問系サービス

グループホーム
障害者支援施設
宿泊型⾃⽴訓練

多機能拠点整備型や面的整備型など

地域の実情に 応じて整備

地域生活支援拠点等

市町村（整備主体）

拠点コーディネーター

（市町村の役割）

① 支援者の協力体制の確保・連携

② 拠点等における課題等の把握・活用
③ 必要な機能の実施状況の把握・施策の検討

地域課題の把握、拠点の機能の評価・充実（ＰＤＣＡサイクル）

※拠点コーディネーターは、主に、基幹相談
支援センターや相談支援事業所等に配置 専門的人材の確保・養成

地域の体制づくり
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（参考）地域生活支援拠点等の期待される役割

地域生活における
安心の確保

地域生活への
移行・継続の支援

③体験の機会・場の確保 ※親元からの自立、施設・病院からの地域移行ニーズの把握・利用へつなげる

備えるべき機能

①相談（緊急時の相談・事前の支援対象者（※）の把握）

②緊急時の受け入れ・対応
※特に、重度障害、医療的ケア等が必要なため、受入が難しく支援が必要な者

④専門的人材の確保・養成 ※グループホームや短期入所等における重度障害・医療的ケア等に対応できる人材

⑤地域の体制づくり
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※拠点等には、特に、既存のサービス・体制のみでは対応が難しく、市町村が中心となって有機的な連携体
制の構築も含め対応が必要となる機能の整備が期待される

背景・趣旨

重度化・高齢化への対応や、親亡き後も見据えるとともに、障害者等の入所施設や
病院からの地域移行を進めるため、地域の生活で生じる障害者等やその家族の緊
急事態に対応を図り、安心して生活することができる地域体制の構築

期待される役割



② 整備類型について（令和３年４月１日時点整備済み９２１市町村の状況）

（課題等）
※ 整備にあたって、備えるのが困難な機能として、「専門的人材の養成・確保」「緊急時の受入・対応」との回答が多くあった。
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地域生活支援拠点等の全国の整備状況について（令和３年４月１日時点）

※ 障害福祉課調べ

○ 地域生活支援拠点等の全国の整備状況について、令和３年４月１日時点で、９２１市町村において整備されている。
（全国の自治体数：１７４１市町村）

※令和２年４月１日時点整備状況 ４６９市町村

① 地域生活支援拠点等の整備数（全国１７４１市町村の状況）

多機能拠点整備型 ３７市町村 （4.0％）

面的整備型 ８１０市町村 （87.9％）

多機能拠点整備型＋面的整備型 ７４市町村 （8.0％）

令和３年４月１日時点で整備済み
９２１市町村 （52.9％）
※圏域を単位とする共同整備：118圏域501市町村

令和３年度末までに整備予定 １８３市町村 （10.5％）

令和４年度に整備予定 １２０市町村 （6.9％）

その他 ５１７市町村 （29.7％）


